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Ⅰ．取り巻く情勢と課題 

  

  

（１） 国内経済の物価上昇は続いており、2023年7～9月期の国内総生産（GDP）

は、物価変動の影響を除いた実質（季節調整値）で前期（4～6月期）より

0・5%減、この状態が1年続いた場合の年率換算は2・1%減で、3四半期ぶ

りのマイナス成長となり内需が低迷している。 また、名目賃金は上昇して

いるものの物価を加味した実質賃金はマイナスで推移し、勤労者世帯の暮

らしは厳しさを増している。 

（２） 財務省九州財務局大分財務事務所が10月に公表した大分県経済情勢報

告では、「個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回復し

つつある。生産活動は、一部に弱い動きがみられるものの、持ち直してい

る。雇用情勢は、有効求人倍率（2023年9月分：1.38倍）が高止まってお

り、緩やかに改善している。」、先行きについては、「雇用・所得環境が改善

する下で、各種政策の効果もあって、回復していくことが期待される。た

だし、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があ

る」、企業倒産（5 年7-9 月期）は、「件数、負債総額ともに前年を上回

っている」としている。また、大分労働局が12月に公表した大分県の雇用

情勢では、「有効求人倍率（1.41 倍）は高水準であるが、求人にわずかな

がら減少傾向がみられることから、 物価上昇等が雇用に与える影響につ

いて、特に注視が必要である。」としている。 

 

 

情勢のポイント ①国内の賃金は20年以上にわたり停滞 

平均年間賃金が1997年水準比で20％以上増加していないのは、日本（101.3）と

イタリア（106.7）のみ 

出所：大分労働局の報道発表資料（2023.12.26）を 

基に連合大分が作成 



  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情勢のポイント  ②実質賃金は20か月連続でマイナス（2023年11月） 

政府は「景気は緩やかに回復している」としているものの、2023年11月の 

消費支出は前年同月比でマイナスとなり、内需が低迷している。 

名目賃金は上昇しているものの物価を加味した実質はマイナスで推移し、

勤労者世帯の暮らしは厳しさを増している。 

 

出所：TBSテレビ（2024.1.19） 

 
消費支出、23 年 11 月は実質 2.9%減 

9 カ月連続マイナス 

出所：日本経済新聞（2024.1.9） 

23 年 11 月の実質賃金 3.0%減  

20 カ月連続でマイナス 

出所：日本経済新聞（2024.1.10） 
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千円

大分県企業規模別所定内給与額

（30～34歳）

企業規模：1,000人以上 企業規模：10～99人

37.0千円
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大分県企業規模別所定内給与額

（35～39歳）

企業規模：1,000人以上 企業規模：10～99人

75.6千円
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千円

大分県企業規模別所定内給与額

（40～44歳）

企業規模：1,000人以上 企業規模：10～99人

54.5千円

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

情勢のポイント ③企業規模間の賃金格差 

企業規模間の賃金格差については、依然として年齢が高いほど広がっている。 

中小企業は地域経済・社会の担い手であり、大分県経済を支える根幹となっていることから、その存続のためにも「人材確保と育成」は重要な課題である。 

情勢のポイント ④男女間の賃金格差 

男女間における賃金格差は、勤続年数や管理

職比率の差異が主要因であり、固定的性別役割

分担意識等による仕事の配置や配分、教育・人

材育成における男女の偏りなど人事・賃金制度

および運用の結果がそのような問題をもたら

している。 
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  情勢のポイント ⑤価格転嫁と賃上げ 

原材料価格やエネルギーコストに比べ、労務費の転嫁が進んでいない結果がみられた。（出

所：令和5年公正取引員会 労務費の転嫁の状況） 

中小企業・小規模事業者の賃上げ実現には、労務費の適切な転嫁を通じた取引適正化が不可

欠である 

出所：大分合同新聞（2023.11.30） 
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Ⅱ．２０１４連合大分春季生活闘争以降の課題 

2023闘争は、個別労使間において「人への投資」の重要性について共有するなか、95組合のうち 6割を超える 62組合が賃金改善を獲得するなどし、最終的に賃上げ額

9,405円、賃上げ率4％で比較可能な 2014闘争以降、最も高い妥結額・率の結果となった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、「99人未満」の組合における賃上げ額・率は、300人以上の組合との対比において、比較可能な2014闘争以降、最も高い格差が生じている。 
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Ⅲ．2024春季生活闘争における賃金要求指標をはじめとした４つの取り組み 

 

 

 

経済社会のステージ転換を着実に進めるべく、すべての働く人の生活を持続的に向上させるマクロの観点と各産業の「底上げ」「底支え」「格差是

正」の取り組み強化を促す観点から、前年を上回る賃上げをめざす。 
 

＜連合大分2024春季生活闘争における賃金要求指標パッケージ＞ 

底 上 げ 

 

賃上げ分3％以上 5、定期昇給相当（賃金カーブ維持相当）分を含む 5％以上の賃上げを目安とする。 
 

 
企業規模間格差 

（  ）は昨年度の目標水準 

雇用形態間格差※ 

（  ）は昨年度の目標水準 

格

差

是

正 

 

目標水準 

 

35 歳：296,000円  （290,000円）  

30 歳：266,000円 6  （261,000 円） 

昇給ルールを導入、 導入する場合は、勤続年数で賃金カーブを描く。 

勤続17年相当で時給 1,795円(1750円)・月給 296,000 円以上（288,500円）」7となる

制度設計をめざす 

最低到達 

水準 

35 歳：274,500 円  （266,250円） 

30 歳：252,000 円 8 （243,750円） 

企業内最低賃金協定1,200 円(1,150円) 以上 

企業内最低賃金協定 

1,200円（1,150円）以上 

底 支 え 
・企業内のすべての労働者を対象に協定を締結する。  

・締結水準は、生活を賄う観点と初職に就く際の観点を重視し、時給 1,200 円（1,150円）以上」9をめざす。 

 
5 内閣府の年央見通し（2023 年度実質GDP1.3％、消費者物価2.6％）や日本全体の生産性上昇率のトレンド（1％弱）を念頭に、国際的に見劣りのする賃金水準の改善、労働市場における賃金の動向、物

価を上回る可処分所得増の必要性などを総合的に勘案。 
6 賃金水準検討プロジェクト・チーム（賃金ＰＴ）答申（2019年8月7日）を踏まえ、2022年賃金センサス産業計・男女計・学歴計・企業規模計・勤続年数計の、35歳は30～34歳281,000円および35～

39歳312,500円から、30歳は25～29歳251,200円および30～34歳281,000円から算出。 
7 2022年賃金センサスの「賃金センサスのフルタイム労働者の平均的な所定内賃金の平均値」296,111円（時間額1,795円・2022年賃金センサス所定内実労働時間数全国平均165時間）から時給1,795円

を設定し、月額に換算して算出。 
8 1年・1歳間差を4,500円、35歳を勤続17年相当、30歳を勤続12年相当とし、時給1,200円から積み上げて算出。 
9 2021連合リビングウェイジに足元の物価上昇を考慮した別紙1「連合リビングウェイジ2023簡易改定版総括表」（単身成人1,175円）、および2022年賃金センサス一般労働者新規学卒者の所定内給与額

高校（産業計・男女計・企業規模計）181,200円（時間額1,098円）を総合勘案して算出 



 

①賃金カーブ維持分は、労働力の価値の保障により勤労意欲を維持する役割を果たすと同時に、生活水準保障でもあり必ずこれを確保する。賃金カーブ維持

には定期昇給制度が重要な役割を果たす。定期昇給制度がない組合は、人事・賃金制度の確立を視野に入れ、労使での検討委員会などを設置して協議を進

めつつ、定期昇給制度の確立に取り組む。構成組織と地方連合会は連携してこれらの支援を行う。 

②すべての中小組合は、上記にもとづき、賃金カーブ維持相当分（1 年・1 歳間差）を確保した上で、自組合の賃金と社会横断的水準を確保するための指標

（上記および別紙３「連合の賃金実態」）を比較し、その水準の到達に必要な額を加えた総額で賃金引き上げを求める。また、獲得した賃金改善原資の各

賃金項目への配分等にも積極的に関与する。 

【連合大分における格差是正（300人未満規模の支援）の取り組み指標】 

 ■賃金実態が把握できないなど事情がある場合は、下表を参照する。 

■賃上げ分は、連合本部方針を踏まえ、自組合の賃上げ額決定に向けた指標（参考）とする。 

項  目 内 容（円／月額） 

（ ）内は昨年度の金額 

 

連 合 本 部 目 標 水 準 

 

賃金カーブ維持分  4,500円   （4,500円） 

賃上げ  10,500円   （9,000円）  10目安計  15,000円   (13,500円) 以上 

2023連合大分リビングウェイジ 

（簡易改定版） 別紙１  

【月 額】    173,000円 （168,000円） 

【時間額】     1,050円 （ 1,020円） 

連合大分2024地域ミニマム運動 

（2023 年度賃金実態調査結果：300 人未満平均）  

別紙２ 

平均賃金    251,335円 （234,393円）    

 平均年齢          38.6歳  (36.2歳) 

平均勤続          12.7年   (12.1年) 

 

 

連 合 大 分 中 小 組 合 指 標 

(2024春闘) 

賃上げ7,540円(251,335円＊3％)含む 計 12,000円以上、もしくは5％以上の賃上げ 

（2023春闘） 

賃上げ7,000円(234,393円＊3％)含む 

計11,500円以上、もしくは5％以上の賃上げ 

 

中小組合の取り組み（企業規模間格差是正） 



  

（１）長時間労働の是正 

■「年間総実労働時間1800時間」の実現 

■３６協定の点検・見直し、体制の見直し 

 ■月60 時間超の時間外労働に対する割増賃金率50％の徹底 

■建設業、自動車の運転業務、医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始

（2024年4月）に向けた労使協議および各制度の周知・遵守徹底の取り組み 

（２）すべての労働者の雇用安定に向けた取り組み 

有期雇用労働者の雇用の安定に向け、労働契約法18条の無期転換ルールの周

知徹底および、労働条件明示ルールの改正（2024年4月施行）を踏まえた対応、

無期転換回避目的の安易な雇止めなどが生じていないかの確認、通算期間 5 年

経過前の無期転換の促進、正社員転換の促進などを進める。 

（３）職場における均等・均衡待遇実現に向けた取り組み

■同一労働同一賃金に関する法規定の職場への周知徹底 

■正規雇用労働者と有期・短時間で働く者の労働条件・待遇差の確認 

■有期・短時間労働者の組合加入とその声を踏まえた労使協議の実施 

（５）60 歳以降の高齢期における雇用と処遇に関する取り組み 

■60 歳～65 歳までの雇用確保のあり方 

雇用と年金の接続を確実に行う観点から、定年引上げを基軸に取り組む。 

■65 歳以降の雇用（就労）確保のあり方 

原則として、希望者全員が「雇用されて就労」できるように取り組む。 

■改正高年齢者雇用安定法の取り組み（70 歳まで雇用の努力義務） 

    同一労働同一賃金の法規定対応の確実な実施 

(６)テレワーク導入にあたっての労働組合の取り組み 

テレワークは、重要な労働条件である「勤務場所の変更」にあたるため、「テ

レワーク導入に向けた労働組合の取り組み方針」の「具体的な取り組みのポイ

ント」を参考に実施の目的、対象者、実施の手続き、労働諸条件の変更事項な

どについて労使協議を行い、労使協定を締結した上で就業規則に規定する。 

（４）人材育成と教育訓練の充実 

 人材育成方針の明確化や、教育訓練機会の確保・充実、教育訓練休暇制度の 

確保を行うとともに、各種助成金を含め、雇用形態にかかわらず、広く「人 

への投資」につながるよう労使で協議する。 

（７）障がい者雇用に関する取り組み 

障害者雇用促進法にもとづく法定雇用率が、2024 年 4月から2.5％（国・

地方自治体2.8％、教育委員会2.7％）に引き上げられることを踏まえ、障

がい者が安心して働き続けることができるよう、障害者雇用率の達成とと

もに、各種助成金等の活用を含め、職場における障がい者の個別性に配慮

した雇用環境の整備に取り組む。 

（８）中小企業、有期・短時間・派遣等で働く労働者の退職給付制度の整備  

企業年金のない事業所においては、企業年金制度の整備を事業主に求める。 

（９）短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大に関する取り組み 

 社会保険が適用されるべき労働者が全員適用されているか点検・確認する。 

（10）治療と仕事の両立の推進に関する取り組み 

長期にわたる治療が必要な疾病などを抱える労働者からの申出があった場 

合に円滑な対応ができるよう、休暇・休業制度などについて、労働協約・就 

業規則など諸規程の整備を進める。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）育児や介護と仕事の両立に向けた環境整備 

■2022 年4 月1 日施行の改正育児・介護休業法で定める事業主が雇用管理 

上講ずべき措置（雇用環境の整備、個別周知、意向確認）が行われている 

か点検し、「雇用環境の整備」については複数の措置を行うよう労使協議 

を行う。 

■育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、短時間勤務、所定外労働 

の免除の申し出や取得により、解雇あるいは昇進・昇格の人事考課等にお 

いて不利益取り扱いが行われないよう徹底する。 

■女性の就業継続率の向上や男女のワーク・ライフ・バランスの実現に向け 

て、2022 年10 月1 日施行の出生時育児休業（産後パパ育休）の整備など 

男性の育児休業取得促進に取り組む。 

（２）あらゆるハラスメント対策と差別禁止の取り組み 

■ハラスメント対策関連法（改正労働施策総合推進法等）で定めるパワー・ハ

ラスメントの措置義務が 2022年4 月1 日より中小企業も対象となったこ

とから、 連合のガイドラインにもとづき、労働組合としてのチェック機能

を強化するとともに、職場実態を把握した上で、事業主が雇用管理上講ずべ

き措置（防止措置）や配慮（望ましい取り組み）について労使協議を行う。  

■同性間セクシュアル・ハラスメント、ジェンダー・ハラスメントも含めたセ

クシュアル・ハラスメントの防止措置の実効性が担保されているか検証す

る。  

■ＬＧＢＴ理解増進法が2023年6月に施行されたことから、性的指向・性自 

認に関するハラスメントや差別の禁止、望まぬ暴露であるいわゆるアウ 

ティングの防止やプライバシー保護に取り組むとともに、連合のガイド 

ラインを活用して就業環境の改善等を進める。あわせて、差別撤廃の観 

点から、同性パートナーに対する生活関連手当の支給をはじめとする福 

利厚生の適用を求める。 

■10項目ある雇用管理上の措置（防止措置）がすべて実施されているか点検す

るとともに、とりわけハラスメント行為者に対する厳正な対処が行われるよ

う、諸規定の改正を進める。 

 

（１） 改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法の周知徹底と点検活動 

■女性の昇進・昇格の遅れ、仕事の配置や配分が男女で異なることなど、男女間格差の

実態について点検を行い、積極的な差別是正措置（ポジティブ・アクション）により

改善をはかる。  

■合理的な理由のない転居を伴う転勤がないか点検し、是正をはかる。 

■妊娠・出産などを理由とする不利益取り扱いの有無について検証し、是正をは 

かる。  

（４）次世代育成支援対策推進法にもとづく取り組みの推進 

ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた労働組合としての方針を明確にした上で、労

使協議を通じて、計画期間、目標、実施方法・体制などを確認し、作成した行動計画の

実現をはかることで「トライくるみん」（2022年 4月1日施行）・「くるみん」・「プラチ

ナくるみん」を取得した職場において、その後の取り組みが後退していないか労使で確

認し、計画内容の実効性の維持・向上をはかる。 

１）現下の経済・社会情勢を踏まえた2024年度予算編成と2024年度税制改正実現の取り

組み（揮発油税などの当分の間税率の廃止など） 

２）価格転嫁や取引の適正化につながる諸施策の実効性を高める取り組み 

３）誰もが安心して働き暮らせるよう、社会保障制度の充実・確保に向けた取り組み

（年金、医療・介護、子ども・子育て支援など） 

４）すべての労働者の雇用の安定・人への投資拡充に向けた取り組み 

５）あらゆるハラスメント対策と差別禁止の取り組み 

６）学校職場における教職員の負担軽減の取り組み 



最低到達水準について 

格差是正を進めていくためには、賃金水準の底上げが不可欠であり、賃金引き上げ額・率以上に賃金水準の社会水準確保に重きを置いた要求の組み立てや交渉

を行うことが必要である。そのために、連合リビングウェイジを基準とした「最低到達水準」を設定する。 

この水準は、年齢・業種・雇用形態を問わず、すべての労働者が「現状の社会のしくみの中で経済的自立していくために必要な最低生計費の水準」であり、こ

の水準をクリアすることをめざす。 

 単身世帯／ 
自動車なし 

単身世帯／ 
自動車あり 

時間額（所定内）※1 
最低生計費＋ 
税・社保 

最低生計費＋ 
税・社保 

月額 月額 

1,050円 

（1,020円） 

173,000円 

（168,000円） 

222,000円 

（218,000円） 

 

「2024地域ミニマム（2023個別賃金実態調査）」 
                     大分県大括り産業別の賃金特性値（規模計）            賃金水準は単位千円 

大   分 全 産 業 

( )内は、昨年の数値 

製 造 業 商業・サービス 交通・運輸 

 

 

 

 

 

全 産 業 

 

 

平 均 年 齢 39.1 （38.1） 38.9 39.7 42.8 

勤   続 14.3 （13.7） 14.1 15.3 19.8 

人   数 5,428 （4,995） 4,365 1,046 17 

平   均   259.7（252.7） 261.3 253.4 234.8 

第 1 十 分 位 187.5（179.8） 189.2 181.0 160.5 

第 1 四 分 位 217.7（211.0） 222.0 202.7 181.4 

中   位 257.7（249.3） 259.7 251.2 205.4 

第 3 四 分 位 294.8（287.4） 295.6 291.9 303.0 

第 9 十 分 位 329.2（326.5） 329.7 326.7 332.3 

中 小 組 合 

300人未満 

 

平   均 

 

251.3（234.4） 

 

-   

 

- 

 

- 

 

別紙１ 


